
 議員自主研修（講座・視察）実績報告書 

 

氏名 河合 隆俊         

議員自主研修（講座・視察）について、下記のとおり報告します。 

１ 受講した研修 

実施機関等 清渓セミナー実行委員会 

研修（講座・視察）名 第 28 回 清渓セミナー 

研修（講座・視察）内容 

第 28 回  清渓セミナー「子どもを守る」をテーマに

開催。 

こども家庭庁発足の立役者 山田太郎氏はじめ、講師

の実体験をもとに医療や福祉の現場で起きているこ

とを学ぶ。 

研修（講座・視察）期間 11 月 1 日～12 月末日（オンデマンド視聴） 

研修（講座・視察）日程 

12 月 24 日(日) 

講義Ⅰ 講師：狩野 さやか 氏 

・二人は同時に親になる~『産後』のずれの処方箋 

 

講義Ⅱ 講師：井上 登生 氏 

・地域における顔の見える切れ目ない子育て支援 

 

講義Ⅲ 講師：重永 侑紀 氏 

・子どもたちの心と命を守るために 

～学校にアウトリーチする NPO～ 

 

講義Ⅳ  講師：山田 太郎 氏 

・こども家庭庁の創設とこども政策 

 

12 月 25 日（月） 

講義Ⅴ 講師：泉 房穂 氏 

・子どもを本気で応援すれば、まちは元気になる 

 

講義Ⅵ 講師：仲田 海人 氏 

・ヤングで終わらないヤングケアラー 

 

講義Ⅶ 講師：野田 聖子 氏 

・すべての子どもの成長と、子育てを支えるためには 



２ 経費の内訳 

経費の種類 内 容 金 額 

交通費 

利用する公共交通機関（区間） 片道・往復 0 円 

 

（     ～     ） 
 

 

 

（     ～     ） 
 

 

 

（     ～     ） 

  

宿泊費  0 円 

参加費 22,000 22,000 円 

その他経費  0 円 

経費の合計額 22,000 円 

 

３ 添付書類   ・領収書 

 

４ 成果等 

自己評価 

評価項目＊５～１のいずれか１つの番号を○で囲む｡＋ 理由＊具体的に記入＋ 

・研修内容の選定は適切であったか 

適切  ⑤ ・ ４ ・ 3 ・ ２ ・ １ 不適切 

多くの視点で「子どもを

守る」について学べた 

・研修の目的（学び）は達成できたか 

できた ５ ・ ④ ・ ３ ・ ２ ・ １ できなかった 

医療・福祉の現場の様子

を知ることができた 

・事前の調査、準備は十分であったか 

十分 ５ ・ ４ ・ ③ ・ ２ ・ １ 不十分 

中学校の授業の様子など

を見学 

・研修を通して自身の能力が向上したと思うか 

した  ５ ・ ４ ・ ③ ・ ２ ・ １ していない 

医療・福祉の現場で起き

ていることを知れた 

・具体的な活用の有用性、実現性があるか 

ある  ５ ・ ④ ・ ３ ・ ２ ・ １ ない 

自治体とNPOが連携する

ことの大切さを感じた 



研修報告 

 

（具体的

な研修内

容、事前の

企画・準

備・研修当

日・事後の

振返りを

通じて習

得できた

ことや研

修成果の

業務への

活かし方、

提案等を

記入   

※ 別添書

類による

提出可。た

だし、上の

内容を含

むもので

あ る こ

と。） 

 

第 28 回清渓セミナーは「子どもを守る」をテーマに開催されました。 

今回の自主研修は 11 月 1 日～12 月末日までのオンデマンド視聴によ

る研修を受けました。 

講義Ⅰ 講師：狩野 さやか 氏 

○ 二人は同時に親になる~『産後』のずれの処方箋 

・育児は一人でできる分量ではない。 

・女性の課題から男女両方の課題であり、充実してきている育児休業制

度の活用にしっかり取り組む必要がある。 

・男性の育休で大切なのは大変さを共有すること。 

講義Ⅱ 講師：井上 登生 氏 

○ 地域における顔の見える切れ目ない子育て支援 

・困難感のある子どもや養育者の支援には、その家族と接する機会のあ

る多職種の仲間からの情報収集が必要。 

・その情報収集には各種専門職の立場や考え方をよく知り、電話の声で

顔が浮かぶ「顔の見える連携・協働」が不可欠である。 

講義Ⅲ 講師：重永 侑紀 氏 

○ 子どもたちの心と命を守るために 

～学校にアウトリーチするNPO～ 

・遵守すべき法体制の優先順位は、①憲法 ②子どもの権利条約 ③こど

も基本法 ④児童福祉法 ⑤児童虐待防止法 ⑥子どもの権利条例 ⑦

校則になる。 

講義Ⅳ  講師：山田 太郎 氏 

○子ども家庭庁の創設と子ども政策 

・「子どもが死なない国にしたい！」との想いで、こども家庭庁が創設

された。 

・どのような状況でも育児と仕事を両立できる社会環境の整備が重要で

ある。 

・地域の子どもたちを育てるには中学や高校時代から企業も含めて地域

がどれだけ子どもたちを大事にしていくかが重要である。 

講義Ⅴ 講師：泉 房穂 氏 

○子どもを本気で応援すれば、まちは元気になる 

・「政治は誰がやっても同じではない！」 

・子どもを核としたまちづくりに向けて、「全ての子どもたちをまちの

みんなで本気で応援すればみんなが幸せになる」を理念にさまざまな

取り組みをされていた。 

・児童手当は、申請者を子ども本人にし、本人の口座を開設した。 

・予算についても 国、県に頼らず、市単独で状況に合わせスピード感

を持って取り組まれていた。 

講義Ⅵ 講師：仲田 海人 氏 

○ヤングで終わらないヤングケアラー 

・子どもが SOS を出しても周囲の大人の対応が変わらなければ意味が

ない。 

・ケアラー施策については黄色信号を見逃さないことが大切である。 

 



講義Ⅶ 講師：野田 聖子 氏 

○すべての子どもの成長と、子育てを支えるためには 

・国民全体の年齢構造を比べると、敬老会は今や主流である、非支流は

だれか？それは、妊娠している女性である。その女性に対して「みん

なで守っていくからね」と、子どもがいる社会をつくってくれる人た

ちを応援できる地方自治体をつくることが最優先である。 

 

ここでは、講義Ⅲの重永
しげなが

 侑
ゆ

紀
き

 氏の講演につい報告します。 

 

    

 

 

 

 

 

 

講師は、児童の虐待防止活動に個人として接する対応ではなく、学校・

教育委員会・自治体などの組織へ講演・研修・ワークショップを実施す

る NPO 法人として1995年から学校にアウトリーチしながら予防教育

活動を行っている。 

少数精鋭の 12 名で NPO を運営しながら、児童の虐待防止活動に大きな

関わりを持っている。 

「子どもの一番近くに行き、それも福祉が介入する子どもをピックアッ

プしても子どもの問題はわからない。 

多くの子どもたちが集まる学校に行って話を聞き、子どもが話せるよう

な言葉と考え方を提供することで、どの子が危険かな？ではなく子ども

自身が発信できるようにしていく。 

これが子どもの命を守ることにつながる」と話された。 

 

○ 自治体の委託事業で、学校で行う「SOSの出し方教育」を実施 

これまでに 17 万人の子どもの声を聞き、教育に係わるさまざまな方に、

年間 800 本の講演やワークショップを行い、小学校では 300 クラスの

授業で「SOS の出し方教育」について、ワークショップを行っている。 

 

 

 

 

 



○ 子どもに特に大切な3つの権利「あんしん」・「じしん」・「じゆう」 

子どもに「相談しなさい・相談しましょう」 

といっても相談できないので、「あなたに 

ＳＯＳを出す権利がありますよ」という伝 

え方が大事になる。 

    

「まとめ」 

令和 5 年 4 月にこども家庭庁が発足したが、児童虐待は増え続け、１週

間に１人の子どもの命が奪われている。この研修では、子どもを守るた

めに何ができるのか、国の動きや医療・福祉の現場で起きていることに

触れることができた。 

子どものために力を注いでくれている方はプレイヤーとして活躍され

ている方が多く、事務的な場面や運営は苦手なことがある。 

このバランスをとるのが自治体と NPO の付き合い方ではないかと感じ

た。 

今回の７つの講義は、現場に携わっている方から国会議員や市長の立場

でと、幅広い視野で講演をいただいた。まずは当町の現状を把握し、そ

のうえで、「子どもを守る」ためにどのように生かしていけるのか、今

後の参考としたい。 

 

 

    


